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研究要旨 欧米先進国 6カ国を対象に、粉じん職場におけるスクリーニングのガイドラインを比較検討した。

すべての国で、胸部単純写真が使用されているが、CTを用いている国はなかった。また、検診の間隔は指定

がない国も見られた。健常者を対象とするガイドラインであり、じん肺有所見者の検診とは異なることに注

意が必要である。

A．背景

胸部単純写真によるじん肺の診断ではじん

肺の重症度や存在について、軽症例ほどCT

と齟齬を生じることが知られている[ 1-4]。平

成26〜28年の労働安全衛生総合研究事業・�

澤研究班では、地方じん肺審査会において、

じん肺の重症度0 / 1、1 / 0の境界例などを中

心に、胸部単純写真に加えて胸部CTの必要

性があることを報告した。

また、じん肺症例では、肺癌の合併が有意

に高いことが知られている[ 5-7]。特に、じん

肺に合併する慢性間質性肺炎症例では、その

頻度が極端に高くなる。そのような症例にお

いては、もともとあるじん肺陰影のために肺

がんの検出が難しい[ 6]。CTをスクリーニン

グに導入することにより、患者の不利益を少

しでも減らすことが可能となるかもしれな

い。

粉じん職場における労働者に対するスク

リーニングに胸部CTを導入することの是非

については、議論が必要である。諸外国の状

況はどの様になっているかも、考慮する必要

があろう。今回の研究では、粉じん職場での

スクリーニングがどの様に行われているか、

諸外国のガイドラインを検討してみた。

B．研究目的

欧米の諸外国において、粉じん職場でのじ

ん肺の検診がどの様に行われているか、その

内容と頻度などについて、調査する。

C．研究方法

イギリス、フランス、米国、カナダ、オー

ストラリア､ドイツなどを対象に、各国政府

またはその管轄下にある労働安全の団体が公

表しているガイドラインを調査した。調査は

インターネットを検索した。ドイツについて

は、当該機関が発刊している書籍のコピーを

当たった。

D．研究結果

フランス[ 8]

フランスでは、INRS（Institut National

de Recherche et de Sécurité）が、職業病防

止、労働災害の研究、それらの具体的な推進

をする機関である。Tableau no. 25 du
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regime generalにあるElements de

prevention medical（2014年 7月）には、結

晶性珪酸によるじん肺のための予防策が提言

されている。

それによれば、入職時検診として、胸部単

純写真と肺機能を施行することが推奨されて

いる。

定期健診は胸部単純写真と肺機能またはい

ずれかを定期的に行うこととされているが、

その周期は決められていない。

離職後検診についても記述があり、基本的

に 5年ごとに行われるべきだが、医師の裁量

により短縮が可能であり、検査方法も医師の

裁量に委ねられている特徴がある。

CTについては、定期健診での使用の言及

はないが、陰影が軽微で疑わしい症例や、画

像と肺機能の乖離が大きい場合など、珪肺の

正しい診断に有用であるとの記載がある。

イギリス[ 9]

イギリスの労働衛生はHealth and Safety

Executive（HSE）が政府の監督省庁であり、

Health surveillance for those exposed to

respirable crystalline silica（RCS）（January

2016改訂）により、珪肺に対する予防策が提

唱されている。それによれば、

・呼吸器問診と肺機能検査は入職時から毎年

行う

・胸部単純写真は入職時、15年目、その後 3

年ごとに行う

・CTは胸部単純写真が異常な場合に行う

などとされている。胸部単純写真は40年間保

管することを提唱している。

CTについては、将来的に放射線被曝が低

減されればスクリーニングに取り入れられ頻

度も高まると記載されている。

米国[ 10]

Department of Health and Human

Services管轄下のCenters for Disease

Control and Preventionの一つである

National Institute of Occupational Saftety

and Health（NIOSH）がガイドライン（Coal

workers’ health surveillance program）を提

唱している。

それによれば、胸部単純写真、肺機能（ス

パイロメトリー）、問診などを入職時及び 5

年ごとに行うことが勧告されている。ただ

し、入職後初回は 3年目に行うこととされて

いる。CTについての記載は無い。

カナダ[ 11]

Canadian Centre for Occupational

Health and Safetyによれば、入職時及び定

期健診として、胸部単純写真、肺機能検査と

ともに、労働者に対し教育を行うことが勧告

されているが、その周期は記載されていない。

CTについての記載は無い。

オーストラリア[ 12]

オーストラリアの労働衛生の監督はSafe

Work Australiaが行っている。結晶性珪酸

にばく露する職場での健康モニターリングと

して、入職時に、職歴の聴取、呼吸器問診、

理学所見（特に呼吸器）、肺機能検査、胸部単

純写真（ILOの様式で読影）など行う。

また、定期検診としては、胸部単純写真以

外は毎年行うが、胸部単純写真は必要に応じ

て施行することとしている。CTについての

記載は無い。

ドイツ[ 13]

ドイツではドイツ法定災害保険（Deutsche

Gesetzliche Unfallversicherung）がガイド

ラインの出版をしている。ガイドラインはイ
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ンターネットでは閲覧できないため、本の該

当部のコピーを参照した。そのガイドライン

によれば、職業歴の聴取、理学所見、胸部単

純写真（ILOに則って読影）、スパイロメト

リーを行うこととし、期間は 3年ごとと定め

られている。本人の申し出がある場合や、重

篤な病気に罹患した場合、あるいは主治医が

必要とみなした場合は 3年以内でも検査を行

うことができる。

E．考察

各国政府またはその管轄下にある労働災害

を担当する団体のホームページを検索し、珪

酸や石炭などの粉じん曝露職場における労働

者の健康スクリーニングのガイドラインを検

索した。欧米諸国では、CTをスクリーニン

グに使用している国はなく、胸部単純写真の

使用が殆どの国でも推奨されていた。CTの

使用についてはイギリスで被曝の観点からの

懸念を示しており、将来の低被曝のCTに期

待する記載があった。フランスでは、じん肺

診断におけるCTの有用性に言及しており、

必要に応じてCTが使用されうるものと考え

られる。

定期健診の間隔については、オーストラリ

アで毎年行うとされているが、その他の国で

は数年間隔である。ドイツは 3年ごと、米国

では 5年ごと、イギリスでは入職後15年後、

以後 3年ごとである。フランス、カナダは何

時行うべきかについての記載がなかった。

このように、欧米先進国での粉じん職場で

のスクリーニングに対する法的な縛り、ある

いはガイドラインは我が国と比べ緩やかで、

患者本人や主治医判断に頼る傾向が見られ

る。イギリス、フランスなどのように、疑わ

しい症例ではCTの使用に言及しており、主

治医の判断で症例ごとに対応していると考え

られる。

今回の検索では粉じん職場での健康維持の

ためのガイドラインであり、じん肺がない労

働者を対象としている点に注意が必要であ

る。じん肺有所見者はこれらのスクリーニン

グのプログラムから外れるものと考えられ

る。また、じん肺の補償に関する検査は別途

行われるものであり、じん肺審査を対象とし

たものではないことにも注意すべきである。
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